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1.問題と目的

近年月巴満は､生活習慣病の危険因子として位置づけ

られている｡わが国では､1960年代後半から子どもの肥

満が問題にされ始めた｡一方､同時代において知的障害

児は､健常児に比較して身体の発育状況が劣っていると

指摘されていた (江専ら,1963)1)｡知的障害児の肥満

傾向を最初に示唆したのは､新立 (1978)2)である｡ そ

の後､横山 (1983)3)､竹内 ･丸山 (1992)4)等により､

知的障害児の養護学校では一般の学校より肥満児の出

規準が高いことが指摘されている｡

学齢期における肥満児童 ･生徒の出現率については､

文部科学省の学校保健調査報告書がある｡肥満傾向児

の率は1968年の学校保健調査報告書に初めて提出され､

1974年以後は毎年､正規の統計欄に記載されるように

なった (竹内 .丸山,1991)5)｡この調査報告書では6歳

から14歳についで性別 ･年齢別に身長別平均体重を求

め,その平均体重の120%以上の者を肥満傾向児とし､

肥満傾向児の出現率を示している｡平成17年度の調査

報告書によると､全国の6歳から14歳までの肥満傾向児
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の出現率は平均8.27%であり､12歳児の10.42%が最も

高く､6歳児の4.68%が最も低い傍であった.一方､近

年の知的障害児の肥満児童･生徒の出現率については､

長尾 (2000)6)の調査がある｡長尾はパイロットスタ

ディーとして､E県にある5つの知的障害児養護学校に

ついて実態調査を行った｡その結果､全ての学校におい

て肥満児の割合は20%を超え､生徒の35%が肥満を示

す養護学校も見られたと報告している｡この調査につい

ては対象校が5校と限定されていたため､更なる調査に

よる検討が必要である｡

健常児に比べ高い割合で出現しているとみられてい

る知的障害養護学校の肥満児童 ･生徒の対策について､

原 (2001)7)は肥満対策についての養護教諭の役割の重

要性について指摘している｡養護教諭は学校教育法に

よって設置されている教育職員で､その職務は児童･生

徒の健康および環境衛生の実態を的確に把接して､疾

病や情緒障害､体力､栄養に関する問題など心身の健

康に問題をもつ児童 ･生徒の個別の指導に当たり､ま

た､健康な児童 ･生徒についても健康の増進に関する指

導に当たるのみならず､一般教員の行う日常の教育活動

にも積極的に協力する役割をもつものである｡原の報告

書の中では､肥満指導における養護教諭の関わりについ

て､保護者に対する情報提供の方法については述べら

れていたが､肥満児童 ･生徒本人に対する支援の有無

とその内容､また肥満児童 ･生徒の在籍する担任教諭に

対する支援の有無とその内容については明らかにされて

いなかった｡

そこで本調査研究では､知的障害養護学校の養護教

諭を対象にアンケート調査を行い､①各養護学校で肥満

児童 ･生徒の発見に使用している尺度を明らかにし､②

その尺度により把握した肥満児童 ･生徒数の割合と､長

尾 (2000)のパイロットスタディーの肥満児の割合の結

果とを比較 ･検討する｡また､③養護教諭による肥満児

童 ･生徒本人､保護者､担任教諭それぞれに対する対

応の有無を明らかにし､④養護教諭の対応に対する肥

満児童 ･生徒､保護者､担任教諭3者からの反応の有無

を明らかにすることを目的とする｡

2.研究 知的障専養護学校の肥満児童 ･生徒数と養

護教諭による肥満に対する支援内容について

2.1.日的

知的障害児養護学校における､①各養護学校で肥満

児童 ･生徒の発見に使用している尺度､②各養護学校

の肥満 ･児童生徒数の割合､③養護教諭における肥満

児童 ･生徒本人､保護者､担任教諭それぞれに対する

対応の有無､④養護教諭の対肥満児童･生徒本人､対

保護者､対担任教諭それぞれの対応に対する､3着の反

応の有無について明らかにすることを目的とする｡

2.2.方法

2.2.1 対象

調査の対象持､東日本にある知的障害児養護学校220

校 (分校 ･文教室含む)に所属する養護教諭｡

2.2.2 調査期間

2006年8月-9月｡

2.2.3 調査内容と手続き

｢保健室における児童 ･生徒の肥満に関する支援の調

査票｣を郵送した｡調査を依頼した養護学校276校の

うち､回答があったのは220校で､回収率は79.7%で

あった｡

2.3.結果

2.3.1 肥満発見時に使用している尺度の種類とそ

の使用学校数

回答のあった養護学校の内､該当項目に記入不備のな

かった202校を基に､各学校で使用している肥満尺度の

種類､使用学校数 (割合)を算出した｡その結果は表1

の通りである｡表より､各肥満尺度における使用学校数

は､肥満度56校 (27,7%)､ローレル指数53校 (26.2%)､

BMI9校 (4.5%)､その他22校 (10.9%)､複数の尺度

の組み合わせ62校 (30.7%)であった｡その他の内容

は､体脂肪率や成長曲線､カウプ指数等であった｡

その結果､複数の尺度を用いて多角的な視点により､

肥満児童 ･生徒を発見している学校数が多いことが伺

える｡ 4

表 1 使用している肥満尺度の種類及び使用学校数

使用している肥満尺度 学校数(数) 割合(%)

肥満度

ローレル指数

BMI

その他

複数の尺度の組み合わせ

56 27.7%

53 26.2%

9 4.5%

22 10.9%

62 30.7%
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2.3.2 各学部における児童 ･生徒の人数及び､肥

満児童 ･生徒の人数 (割合)

各学部における児童･生徒の人数及び､肥満児童 ･

生徒の人数 (割合)を表2に表す｡尚､ここで算出され

ている肥満児童 ･生徒数は､各学校により異なる肥満尺

度を使用し､それによって算出された人数である｡統一

した尺度による厳密な肥満児童 ･生徒数ではないが､各

学校において肥満児として把握し､何かしらの対策が必

要である児童の総数であるといえるため､本報告におい

ては一律に ｢肥満児童 ･生徒数｣とした｡

全学部を合計すると､児童 ･生徒数25,967人に対

し､肥満児童 ･生徒数は5,636人 (21.1%)､標準もしく

は､やせ体型の児童生徒数は20,331人 (78.9%)であっ

た｡学部ごとにみていくと､小学部は児童･生徒数8,024

人に対し､肥満児童 ･生徒数1,287人 (16.0%)､ー標準

もしくは､やせ体型の児童生徒数6,737人 (84.0%)で

あった｡中学部は児童 ･生徒数6,006人に対し､肥満児

童 ･生徒数1,317人 (21.9%)､標準もしくは､やせ体型

の児童生徒数4,689人 (78.1%)であった｡高等部は児

童 ･生徒数11,937人に対し､肥満児童 ･生徒数3,032人

(25.4%)､標準もしくは､やせ体型の児童生徒数8,905

人 (74.6%)であった｡ 結果として､学部が上がるにつ

れ肥満 ･児童生徒の割合が増えていた｡

表3に各養護学校の肥満児童 ･生徒数の在籍率を､①

肥満児童･生徒の在庫率が30%以上を占める高率学校

群､②20%～29%の中率学校群､③10%～19%の申低

率学校群､④0%～9%の低率学校群と4群に分け表した｡

小学部では､肥満児童 ･生徒の在籍率が10%～19%

の中率学校群の学校数が80校と最も多く､小学都全体

の45%を占めていた｡次に20%～29%の中率学校群が

63校 (36%)､30%以上の高率学校群が24校 (14%)と

続いていた｡中学部では､在籍率20%-29%の中率学

校群80校 (44%)､高率学校群58校 (32%)､中低率

学校群36校 (20%)の順に多かった｡高等部では､在

籍率30%以上の高率学硬群80校 (46%)､20%～29%

の中卒学校群70校 (40%)､10-19%の中低率学校群

22枚 (13%)の順に多かった｡以上のことから､長尾

(2000)の調査と同様に､平均8.27%の肥満出現率を示

す健常児に比べて､知的障害児の肥満出現率が商いと

いう結果が得られた｡

2.3.3 保健室が主導で実施している肥満に対する

支援内容について

小 ･申･高､全学部を合わせた肥満児童 ･生徒数の

在籍率に応じて､①高率学校群 (肥満児童 ･生徒数の

在籍率30%以上)27校､②中率学校群 (在籍寧20%～

29%)88校､③中低率学校群 (在籍率10%～19%)66

枚､④低率学校群 (在籍率0%～9%)10校と4群に分

け､それぞれの群において保健室が主導となり､｢肥満

児童 ･生徒本人｣､｢肥満児童 ･生徒の保護者｣､｢肥満

児童 ･生徒の在籍する担任教諭｣に対し支援を実施し

ている養護学校数を算出したものが表4である｡

本人に対する支援は､①食事に関する支援 (太りや

すい食べ物の種類や食物カロリーについての説明や情

報提供､食事量の調整､摂食速度 (阻噛回数)の指導､

偏食指導､特別メニューの提供等)と②運動に関する支

援 (運動時間とカロリー消費の関連の説明､体育の時間

以外の学校内で行える運動活動に関する説明､自宅や

地域社会で行える連動種目や場所に関する情報提供等)

の2点の有無を尋ねた｡保護者に対する支援は､①保護

者全体に対し食物や運動 ･肥満に関するプリントを配布

し情報提供を行っている､②対象者の家族に対し個別に

食事量や運動量の提案や情報提供を行っている､③講

演会やセミナー等を開催し直接話している､の3点につ

いて有無を尋ねた｡担任教諭.に対する支援としては､保

表2 児童 ･生徒数及び､肥満児童 ･生徒数 (割合)

小学部 中学部 高等草汚 全学部の合計

肥満児童.生徒数 1,287人(16.0%) 1,317人(21.9%) 3,032人(25.4%) 5,636人(21.1%)

標準もしくは∴やせ体型の児童.生徒数 6,737人(84.0%) 4,689人(78.1%) 8,905人(74.6%) 20;331̂ (78.9%)

表3 各学校における肥満児童 ･生徒の割合 (学部別)

肥満児童 ･生徒数の割合 小学部 (校) 申学部 (校) 高等 部 (校)

①高率学校群 (30%以上) 24(14%) 58(32%)

②中率学校群 (20%～29%) 63(36%) 80(44%)

③申低率学校群 (10%～19%) 80(45%) 36(20%)

④低率学校群 (0%～9%) 10(6%) 7(4%)

80 ( 46%)

70 ( 40%)

22 (13%)

3 ( 2%)

合計 177(100%) 181(100%) 175 (100%)
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健室の立場から行っているアドバイスの有無を尋ねた｡

本人対応については､低率学校群においては対応あ

りが4割､対応なしが6割であった｡それ以外の高率学

校群 ･中率学校群 ･中低率学校群の3群においてはいず

れも対応ありが5割強､対応なしが4割強であった｡保

護者対応については､全ての群で対応ありが7割台､対

応なしが2割～3割であった｡担任対応についても､全

ての群で対応ありが7割台､対応なしが1割台であった｡

結果として､いずれの群においてもそれぞれの対応の有

無についての著しい差はみられなかった｡

アンケートに回答があった養護学校の内､該当項目に

記入不備のなかった215校を基に､今まで肥満で対応し

てきた児童 ･生徒における改善状況を表したのが表5で

ある｡表より､改善が概ねあった11校 (5%)､ややある

47校 (22%)､どちらともいえない103校 (48%)､あま

りない46校 (21%)､ほとんどない8校 (4%)であり､

どちらともいえないが半数近くを占め､｢概ねあった｣

｢ややある｣を ｢ある｣群とし､｢あまりない｣｢ほとんど
ない｣を ｢ない｣群にした場合､それぞれが2割強とほ
ぼ同率であった｡

また､対象となった全養護学校215校の内､｢本人対

応｣｢保護者対応｣｢担任対応｣の3つの対応を全てあり
と回答した83校について同様に改善状況をみたところ､

概ねあった6校 (7%)､ややある24校 (29%)､どちら

ともいえない33校 (40%)､あまりない16校 (19%)､ほ

とんどない4校 (5%)であり､改善状況において対象と

なった全養護学校の結果と著しい差がみられなかった｡

2.3.4 保健室が実施 している肥満支援に対する対

象者からの相談の有無について

保健室が主導となり実施 している ｢肥満児童 ･生徒

本人｣､｢月巴満児童 ･生徒の保護者｣､｢肥満児童 ･生徒

の在籍する担任教諭｣それぞれの対象者への対応の有
無と､対象者からの相談の有無についてまとめたものが

表6である｡ここでは対象者からの相談の有無に着冒し､

対応に対する反響の有無について検討した｡

本人に対する結果は､本人対応あり113校 (46%)の

内､本人からの相談ありが40校､相談なしが72校であ

り､本人から相談に来る学校数は少なかった｡保護者に

対する結果は､保護者対応あり160校 (65%)の内､保

護者からの相談ありが111校､相談なしが49校であり､

相談ありの学校数は相談なしの学校数の2倍以上であっ

た｡担任に対する結果は､担任対応あり159校 (65%)

の内､担任からの相談ありが145校､相談なしが10校で

あり､相談ありの学校数は相談なしの学校数の10倍以

上であった｡ このことから本人を除く保護者と担任教諭

については､保健室の対応がある学校ほど相談を受ける

という結果が得られた｡

表4 保健室が主導となり実施 している肥満支援の有無

表 5 各養護学校における肥満の改善状況

全養護学校 3つの対応全てありの養護学校

肥満の改善状況 学校数 (%) 学校数 (%)

概ねあった 11 ( 5%)

ややある 47 (22%)

どちらともいえない 103 (48%)

あまりない 46 (21%)

ほとんどない 8 ( 4%)

6 ( 7%)

24 (29%)

33 (40%)

16 (19%)

4 ( 5%)

合計 215 (100%) 83 (100%)
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表6 保健室における対応の有無と対象者からの相談の有無

(本人に対する対応の有無と､本人からの相談の有無)

支援内容
本人対応ありの 本人対応なしの 不明の学校数 合計学校数

学校数 (%) 学校数 (%) (%) (%)

本人からの相談ありの学校数(割合)

本人からの相談なしの学校数(割合)

不明の学校数 (割合)

40 (16%)

72 (29%)

1 ( 0%)

16 ( 7%) 0(0%) 56 (23%)

91(37%) 0(0%) 163 (67%)

0(0%) 25 (10%) 26(11%)

合計学校数 (割合) 113 (46%) 107 (44%) 25 (10%) 245(loo‰)

(保護者に対する対応の有無と､保護者からの相談の有無)

支援内容
保護者対応あり 保護者対応なし 不明の学校数 合計学校数

の学校数 (%) の学校数 (%) (%) (%)

保護者からの相談ありの学校数(割合)

保護者からの相談なしの学校数(割合)

不明の学校数 (割合)

111 (45%)

49 (･20%)

0(0%)

20 ( 8%) 0(0%) 131(53%)

39 (16%) 1( 0%) 89 (36%)

0(0%) 25 (10%) 25(10%)

合計学校数 (割合) 160 (65%) 59 (24%) 26 (11%) 245(100%)

(担任に対する対応の有無と､担任からの相談の有無)

支援内容
担任対応ありの 担任対応なしの 不明の学校数 合 計学校数
学校数 (%) 学校数 (%) (%) (%)

担任からの相談ありの学校数(割合)

担任からの相談なしの学校数(割合)

不明の学校数 (割合)

145(59%)

10(4%)

4(2%)

25(10%) 22(9% ) 192(78%)

7(3%) 4(2% ) 21(9%)

2(1%) 26 (11% ) 32(13%)

合計学校数 (割合) 159(65%) 34(14%) 52 (21% ) 245(100%)

3.考察

(1)知的障害養護学校において､肥満発見の尺度と

して最も使用されていたものは複数の尺度の組み

合わせであった｡成人の肥満の判定方法について

は､WHO(世界保健機関)が ｢BMI(BodyMass
lndex,体格指数)｣を捷唱しており､｢BMI25以上

を肥満とする｣ということが世界的にコンセンサス

を得られた基準で､日本肥満学会もこれを採用して

いる｡ しかし､児童の肥満の判定方法はローレル指

数や肥満度等､どれも一長一短であるとの定説が

あり､それは複数の尺度を使用している学校数が

最も多かったという､今回の調査結果にも表れてい

るといえる｡

(2)知的障害養護学校の肥満児童 ･生徒の割合におい

ては､健常児に比べて､知的障害児の肥満出現率

が商いという結果が得られた｡これは先行研究 (長

尾)の知見と一致した｡

(3)保健室が主導となり実施している肥満に村する支援

内容については､対象校数の少ない高率学校群と

低率学校群に関しては考慮しなければならないが､

肥満児童 ･生徒の在籍率と支援内容の有無との関

連はみられなかった｡また､本人 ･保護者 ･担任教

諭の3着に対して支援を実施しながらも改善状況が

好況を示す結果が表れていなかった｡このことから､

支援を実施していても容易に肥満児童 ･生徒数の

割合に変化がみられないという肥満問題の難しさが

示唆された｡尚､今回は月巴滴対応の開始時期や実

施期間の長さについては調査しなかったため､支援

内容の有無と肥満児童 ･生徒数の割合 (改善状況)

との関連は継時的な調査による検討が今後必要で

あろう｡

(4)保健室が実施している肥満支援対する対象者から

の相談の有無については､本人を除く保護者と担任

教諭.については､保健室の対応がある学校ほど相

談を受けていた｡このことから保健室からの支援が

あると肥満児童 ･生徒の支援に直接携わる保護者

や担任教諭の意識の変化に､好作用を及ぼすと推

測される｡
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4.要約

本研究は､アンケート調査により､知的障害児養護学

校220校の肥満児童 ･生徒数と養護教諭による肥満に対

する支援内容について明らかにした｡

研究では､各養護学校で肥満発見時に使用している

尺度を明らかにし､それによって把握される肥満児童 ･

生徒数の割合を明らかにした｡また､保健室が主導とな

り行っている肥満児童 ･生徒､保護者､担任教諭に対

する支援の有無と､支援に対する対象者からの反応の有

無について明らかにした｡

結果､①各養護学校で最も使用されている肥満尺度

は､複数の尺度の組み合わせであった｡②知的障害の

養護学校では健常児に比べて肥満児童･生徒の割合が高

かったo(卦保健室による支援の有無は､その養護学校

に在籍する肥満児童･生徒の割合に応じて実施している

わけではなかった｡④保健室による支援があると､保護

者 ･担任教諭からの相談件数が増加していた｡

l
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